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【様式１記載例:全体版 表面】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

申込書（様式１）記載例 
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【様式１記載例:全体版 裏面】 
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※色のついた項目のみ、選択または入力してください。（選択項目により必須入力セルに色がつきます） 

 

 

 

 

様式１ 

①… 

（１）「新規」もしくは「更新」をリストよりご選択ください。 

（２）日づけを記載する箇所については、すべて「〇〇〇〇/〇〇/〇〇」形式で入力してください。自動で和

暦表記になります。 

 

 

 

 

②… 

（１）企業・団体「名称」の（ふりがな）の記載については、「株式会社」や「社会福祉法人」等の会社の形態

は記入しないでください。 

（２）「更新」申請の方で、「所在地」、「名称」、「代表者」が前回申請より異なる場合は、別途、変更届（様式 

4）を作成のうえ、ご申請ください。 

 

 

 

 

 

 

（３）誓約のチェックボックスのご記入をお願いします。 

 

 

 

③… 

（１）リストから業種を選択してください。 

「19.その他」選択の場合は、下記に「薄黄セル：入力項目」が表示されます。そちらに具体的な業種名を

ご記入ください。 

（２）各社・団体が作成いただいているパンフレット等のデータでも代替可能です。ご提出の際に別途添付し

てください。 
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④… 

（１）申請が県外企業・団体である場合は、「申請が県外の企業・団体である」を選択のうえ、必要事項をご記

入ください。滋賀県内の事業所での申請の場合は、記入不要です。 

（２）常時雇用する労働者数の内訳をご記入ください（合計は自動算出されます）。また、（ ）内に滋賀県内 

の事業所に勤務されている方の人数をご記入ください。※すべての従業員が滋賀県内に勤務されている

場合は、（ ）内外に同数の値を記入してください。 

 

 

 

 

 

 

⑤… 

（１）認証の審査事項に関することについては、こちら記載の担当者へ連絡いたします。また、こちらに記載

の電話番号および FAX 番号を県 HP にて公表いたします。 

（２）手続き完了後に、「認証書・通知文等」を発送いたします。②記載の所在地（申請所在地）と異なる発送

先を希望の場合は、リストから「下記記載の郵便番号・所在地へ手続き完了後の通知文・認証書等の発

送希望する」を選択のうえ、必要事項をご記入ください。 

（３）認証以後、不定期に本県より、セミナー開催情報や更新時期到来のお知らせを送付いたします（メール

マガジンも記載のアドレスへ通知いたします）。②記載の所在地（申請所在地）または⑤（２）記載の連

絡先と異なる発送先を希望の場合は、「下記記載の連絡先への通知を希望する」を選択のうえ、必要事項

をご記入ください。 

（４）様式 2 に入力した内容に応じて、自動的に認証区分が反映されますので、記入は不要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥… 

（１）貴社・貴団体の PR をご記入ください（記入必須）。 

（２）貴社・貴団体の HP アドレスについて公表の希望がある場合は、県 HP にて公表いたします 

（記入任意）。 
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⑦… 

（１）記載のとおり、本制度において、事業所単位(支社等)の申請であっても、全社単位で常時雇用する労働者

数が１01 人以上の場合は、女性活躍推進法に基づく「男女の賃金の差異」及び「女性管理職比率」の情

報公表が県 HP においても必須となります。該当の場合は、「①「常時雇用する労働者の数が １01 人以

上の一般事業主である」」をリストから選択し、公表日とホームページアドレスを記入のうえ、⑧を記入

してください。 

   ※常時雇用する労働者数が１00 人以下の場合は、公表・記入の必要はございません。「②「常時雇用す

る労働者の数が １00 人以下の一般事業主である」」をリストから選択してください。⑧の記入は不要で

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧… 

（１）女性活躍推進法に基づき、厚生労働省「女性の活躍推進企業データベース」または自社ホームページ等

で公表している「男女の賃金の差異」及び「女性管理職比率」の情報を記載してください。 

（２）付記事項については、スペースに限りがあるため、全文が掲載できない場合は、別途公表されている自

社の HP や厚生労働省「女性の活躍推進企業データベース」へ誘導できるよう、該当 HP の URL 等を

記載してください。 
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⑨… 

（１）ハラスメント対策をより実効性のある取組とする工夫を記載してください。対象者、周知方法、実施方

法、頻度など、具体的に記載してください。 

 

 

 

 

 

 

 

⑩… 

（１）企業・団体ロゴマークについて、公表希望の場合は、申請の際に別途添付してください。 
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【様式２記載例:全体版 表面】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女性活躍推進状況確認表（様式 2）記載例 
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【様式２記載例:全体版 裏面】 
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【様式２別紙記載例:全体版 表面】 
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【様式２別紙記載例:全体版 裏面】 
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※色のついた項目のみ、選択または入力してください。（選択項目により必須入力セルに色がつきます） 

 

 

 

 

様式 2 

①… 

（１）様式 1 に記載の企業・団体名称が自動反映されます（記入不要）。 

   ※様式 2 別紙も同様に反映 

 

 

 

 

②… 

（１）「取組状況」に☑が入った項目（申請希望の項目）のみ「公表項目」および「添付資料」が薄緑セルにな

ります。公表希望の場合は、「公表項目」に☑をつけ、根拠資料を別途添付する場合は、「添付資料」に☑

をつけてください。 

   ※資料省略での申請を希望する場合は、「添付資料」の☑は不要です。 

 

 

 

 

 

 

 

③… 

（１）項目１９については、公表必須となります。 

   ※「女性正規従業員比率が３２．５％未満」の場合も、「公表項目」に ☑ がはいります（「取組状況」

は未チェックになります）。 

 

 

 

 

④… 

（１）数を確認のうえ、 ☑ をつけてください（新規・更新）。 

（２）添付資料を省略する場合は、必ず ☑ をつけてください（更新のみ）。 
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様式 2 別紙 

★算出前の数値および計算結果については、小数点第二位を四捨五入して、記入してください。 

★数値項目の根拠資料については、原則様式 2 別紙以外の提出は不要です。 

①… 

（１）「産業ごとの女性の平均勤続年数」については、様式 1 にて選択した業種に応じた数値が自動反映されま

すので記入は不要です。 

 

 

 

 

 

②… 

（１）「総従業員数」は、「常時雇用する労働者数」を指します。 

 

 

 

 

③… 

（１）公表必須のため、項目要件を満たさない場合も必ず数値をご記入ください。 

 

 

 

 

 

 

④… 

（１） 様式 1 にて、「①「常時雇用する労働者の数が １01 人以上の一般事業主である」」をリストから選択 

した場合のみ、表示されます。「「女性活躍推進法に基づく男女の賃金の差異」で算出した数値での申請

を希望する（本社申請）」に☑をつけると様式 1「男女の賃金の差異」記載の全常用労働者の数値が、

「年間平均賃金の男女差」へ自動反映されます。 

  ※「「女性活躍推進法に基づく男女の賃金の差異」で算出した数値での申請を希望する（本社申請）」に☑

がない場合は、別紙記載の男性・女性の年間平均賃金の月額を基に計算結果が自動に反映されます。 
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⑤… 

（１） 期間の始期のみをご記入ください。その他期間については、自動反映されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥… 

（１） 様式 1 にて、「①「常時雇用する労働者の数が １01 人以上の一般事業主である」」をリストから選択 

した場合のみ、表示されます。「「女性活躍推進法に基づく女性管理職比率」で算出した数値での申請を

希望する（本社申請）」に☑をつけると様式 1「女性管理職比率」記載の数値が、「課長相当職以上に占

める女性比率」へ自動反映されます。 

  ※「「女性活躍推進法に基づく女性管理職比率」で算出した数値での申請を希望する（本社申請）」に☑が

ない場合は、別紙記載の男性・女性の課長相当職以上の人数を基に計算結果が自動に反映されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


